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１　はじめに

　平成22年度決算は、常任理事会の審議を経て、理事会（平

成23年５月12日）で議決・承認され、評議員会（平成23年５

月26日）に報告されました。

　平成22年度は、本法人が総力を結集して推進してまいりま

した「2010プロジェクト」が遂に実現し、２つの新キャンパ

スとともに、２学部、１研究科及び４つの併設校を同時開設

いたしました。

　また、今年１月には本学の国際化推進の拠点となる「関西

大学 南千里国際プラザ」の建設に着工し、平成24年４月の

留学生別科の開設に向けた諸準備を開始するなど、学園の充

実発展への取り組みを継続してまいりました。

　さらに、本法人は平成20年７月に策定した「KU Vision 

2008-2017～学校法人関西大学の長期ビジョン（将来像）～」

において、目指すべき方向性として掲げた「社会を見つめ、

変化に挑む。『考動』する関大人が世界を拓く。」を実現する

ため、教育・研究面における諸改革を学園全体で推し進めて

まいりました。

　教育・研究に対する社会的要請が多様化するなか、変化に

対応して常に改革を行い、力漲る「21世紀型総合学園」とし

て永続的に発展・成長していくためには、「オール関大」の

強みを一段と発揮するとともに、これまで以上に財政基盤を

安定させ、この厳しい時代を勝ち抜いていかねばなりません。

　今後も財政の健全化と財政基盤の強化に向けてさらなる努

力を重ねてまいります。みなさま方のご理解とご支援を賜り

たくお願い申し上げます。

２　事業の概要

　平成22年度に実施した事業のうち、主なものは次のとおり

です。

（1）東日本大震災への対応

　平成23年３月11日に発生いたしました東日本大震災におい

て、被災された皆様には心からお見舞い申し上げます。

　本学では、被災された本学学生及び入学予定者に対して被

災の状況に応じて、授業料減免や、修学支援助成金及び植田

特別奨励金の給付などの経済的支援を行っています。

（2）高槻ミューズキャンパス・堺キャンパスの開設

　「高槻ミューズキャンパス」では、平成22年４月に開校記

念式典を挙行いたしました。また、同時開設した「堺キャン

パス」においては、平成22年４月に開校式と共にB棟の地鎮

祭を挙行しました。そして、平成23年３月に同棟が竣工し、

改めて竣工式とグランドオープン記念式典を執り行いました。

（3）新たな学部、研究科及び併設校の開設

　高槻ミューズキャンパスに社会安全学部、大学院社会安全

研究科、初等部・中等部・高等部が、堺キャンパスに人間健

康学部が、北陽キャンパスに北陽中学校が開校しました。い

ずれも順調に志願者を集めてスタートし、関西大学の新たな

歴史を刻むこととなりました。

平成22年度決算の概要

―力漲る「21 世紀型総合学園」へ―

� 学校法人関西大学　理事長　上 原　洋 允

【高槻ミューズキャンパス】
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（4）教育研究活動

　ア　 大学院東アジア文化研究科及び大学院ガバナンス研究

科の開設準備

　平成23年４月、新たに２つの研究科を開設しました。

　グローバルCOEプログラム「東アジア文化交渉学の

教育研究拠点」における人材養成を担う組織として、平

成20年４月に設置した文学研究科文化交渉学専攻を独立

させ、東アジア文化研究科文化交渉学専攻博士課程前期

課程・後期課程を開設しました。東アジア文化を絶えざ

る他者との交渉の連鎖によって形成された複合体として

とらえる文化交渉学の視点に立ち、その文化交渉の諸相

を人文学諸分野から動態的・複合的に分析して、東アジ

アの文化研究を大きく転換するとともに、それを共有す

る国際的人材を育成することを目指します。

　また、本学12番目の研究科（専門職大学院を除く）と

なるガバナンス研究科ガバナンス専攻（修士課程）を開

設しました。政策学を基盤とした教育・研究を行って、

公的な問題を発見し、その解決策としての政策をデザイ

ンし、それを実現していくことができる人材の養成を行

います。

　イ　文部科学省補助金の獲得

　平成22年度も、教育・研究の質的向上を目指して、文

部科学省が募集する各種の補助金プログラムに申請いた

しました。

　教育分野では、文部科学省の「国公私立大学を通じた

大学教育改革の支援事業」の学生教育推進プログラムに

おいて、文学部の取り組みである「文学士を実質化する

＜学びの環境リンク＞」が採択されました。

　研究分野では、文部科学省が募集する大型プロジェク

ト「私立大学戦略的研究基盤形成支援事業」に、４件の

研究プロジェクトが選定を受けました。この事業の前身

である私立大学学術研究高度化推進事業から引き継がれ

るこれまでの選定件数は39件に及び、全国の私立大学中

トップの実績を誇っております。

　ウ　平成23年度（2011年度）入試概要

　平成23年度入試においては、景気が低迷するなか、一

般入試・センター利用入試の志願者総数は８万6,463人

で、昨年度より2.2％の減少となりましたが、西日本の大

学で最も多くの志願者を集めました。学部別では、人間

健康学部72％、社会安全学部19％、化学生命工学部６％、

政策創造学部16％、外国語学部10％の志願者数増となり、

近年開設された学部が志願者数を増やした結果となりま

した。

　エ　国際交流の推進

　平成16年度に策定した国際化ビジョン「国際交流の新

たな展開─Globalizing Kandaiをめざして─」（GK構想）

を受け継ぐ新たな国際化構想として、平成22年度に

「Kansai University Global  Initiatives；GI構想」を国際

部において取りまとめ、学長に答申しました。

　また、本学における国際化推進の一環として、大阪府

千里留学生会館の跡地に「関西大学 南千里国際プラザ」

を建設し、留学生宿舎、留学生別科用の教育施設等を平

成24年４月に開設します。留学生別科に関しては、平成

24年４月の開設を目指し、文部科学省への届出の準備を

進めています。留学生別科の学生募集をはじめとして、

本学の広報活動を行うとともに、海外在住の校友とのネ

ットワークを一層強固にするため、協定校である復旦大

学日本研究センター内に「関西大学上海オフィス」を開

設することとなり、平成23年３月27日に開所式を挙行し

ました。

　オ　就職状況・キャリア形成支援について

　長引く不景気の影響を受け、雇用状況も改善せず、リ

クルートワークス研究所の調査によると求人倍率は1.28

倍で前年度の1.62倍よりさらに下降しました。学生の大

手・安定志向はますます高まりましたが、それに反して

大手の金融や製造業などを中心に雇用抑制が続きまし

た。大手企業が採用を控えるなか中堅企業は優秀な人材

確保の好機と捉え、例年よりも高い基準で学生を選考す

るケースが目立ちました。学生の採用環境は依然として

厳しい状況ではありましたが、結果として平成22年度の

就職率は94.3％となり、前年度に比してわずかながら0.7

ポイントの上昇となりました。

　また、エクステンション・リードセンターでは、新規

のSPI試験対策をはじめ、公務員、司法、会計職、その

他資格講座など16講座を開講し、高槻ミューズキャンパ

【堺キャンパス】
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スにおいては、英語講座・TOEICテスト対策コースを

開講するなどした結果、受講生は延べ3,717名となりま

した。また、受講生の各種難関資格試験合格状況は、総

合旅行業務取扱管理者22名、宅地建物取引主任者７名な

ど、すべての資格試験において全国平均合格率を上回り

ました。

　カ　学生諸君の活躍

　「団体」では、サッカー部が「第59回全日本大学サッ

カー選手権大会」において43大会ぶりの優勝、射撃部女

子が「第23回全日本女子学生ライフル射撃選手権大会」

の総合団体優勝を含めて平成22年度の学生公式戦５タイ

トルの全てを制覇しました。また、「個人」の部では、「第

25回ユニバーシアード冬季競技大会」においてアイスス

ケート部の織田信成選手が金メダルを、「2011四大陸フ

ィギュアスケート選手権大会」において髙橋大輔選手が

金メダルを、空手道部の梶川凜美選手が「FISU第７回

世界大学空手道選手権大会女子個人形」で優勝するなど、

本学の課外活動に対する支援策が着実に成果を挙げてお

ります。

【サッカー部】

（5）教育研究環境の整備充実関係

　ア　 堺キャンパスB棟建築工事、A棟及び体育館改修工事、

校舎周辺外構工事並びに体験学習エリア整備工事

　堺キャンパスにおいては、年次計画での施設充実に伴

い、平成23年３月に校舎棟（B棟）が竣工しました。延

床面積4,190㎡、鉄筋コンクリート造地上３階の同校舎

は、旧グラウンドの北側部分に建築し、１階部分に349

名（内部289名）収容のカフェテリア、２階部分に７万

冊収容、200座席数の図書館閲覧室、３階部分に368名収

容の教室２室を配置し、最新の授業支援設備を備え付け

ています。B棟の南側部分には人工芝の敷設と植栽を実

施して学生たちが憩いの広場として利用することができ

る「Evergreen」を整備するなどの外構工事を実施しま

した。

　また、平成21年度に引き続き、A棟及び体育館改修工

事を実施し、体験学習のための新たな施設を整備しまし

た。

【堺キャンパスB棟】

３　収支計算書

　「財産目録」は本学ウェブサイトで

　学校法人は、予算によって執行された結果である決算につ

いて、文部省令に定める「学校法人会計基準」に基づき、財

務計算に関する書類として、「資金収支計算書」、「消費収支

計算書」、「貸借対照表」とそれぞれの内訳表あるいは明細表

の計算書類を作成することになっています。

　「資金収支計算書」は、学校法人の当該会計年度の諸活動

に対応するすべての収入・支出の内容を明らかにし、かつ、

支払資金の収入・支出のてん末を明らかにするものです。資

金の動きのすべてが計算の対象となります。

　「消費収支計算書」は、当該会計年度における消費収支の

均衡状態と、その内容を明らかにし、学校法人の経営状況が

健全であるかどうかを示すものです。この計算書は、言わば

企業会計の「損益計算書」にあたるものです。

　「貸借対照表」は、学校法人の一定時点（決算日）におけ

る資産、負債、基本金、消費収支差額の財政状態を示すもの

です。

　なお、「財産目録」は、「貸借対照表」を基準にして組み替

えて作成したものであり、ここでは紙幅の関係上省略いたし

ます。「関西大学ウェブサイト」に財産目録などの財務情報

を掲載いたしておりますので、ご覧ください。

【URL：http//www.kansai-u.ac.jp/zaimu/】
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４　収支決算の概要

資金収入は553億円、人件費支出は232億円
　「資金収支計算書」、「消費収支計算書」、「貸借対照表」の

概要について説明いたします。

（1）資金収支決算

　平成22年度資金収支決算は、６～11ページに掲載の「資金

収支計算書」のとおりですが、これを総括したものが〈表１〉

です。

〈表１〉 資金収支決算総括表  (単位　百万円)

科目／予決算 平成22年度
予　　算

平成22年度
決　　算 差　　異

前年度繰越支払資金 12,521 12,521 0

当
年
度

資 金 収 入 56,904 55,319 1,585

資 金 支 出 57,264 55,475 1,789

収 支 過 不 足 △ 360 △ 156 △ 204

次年度繰越支払資金 12,161 12,365 △ 204

　資金収入は、学生生徒等納付金収入、手数料収入、補助金

収入などの法人に帰属する収入のほか、前受金収入なども含

め、553億1,900万円となりました。

　資金支出は、教職員の人件費、教育研究活動及び法人の運

営に必要な諸経費、施設設備費のほか、借入金返済などの支

出を含め、554億7,500万円となりました。この結果、収支差

引き１億5,600万円の支出超過となり、これに前年度繰越支

払資金125億2,100万円をあわせた結果、次年度繰越支払資金

は、123億6,500万円に減少しました。

　次に、主な科目について説明いたします。

　ア　資金収入

　学生生徒等納付金収入は360億8,000万円となりまし

た。授業料、入学金、実験・実習料、教育充実費などが

主な収入です。

　手数料収入は29億500万円となりました。入学検定料

が主な収入です。

　寄付金収入は３億2,800万円となりました。

　補助金収入は46億5,700万円となりました。

　イ　資金支出

　人件費支出は231億6,300万円となりました。人件費支

出の主なものは、教員人件費、職員人件費、役員報酬、

退職金などです。

　教育研究経費支出は121億8,500万円となりました。各

設置学校の教育研究諸活動に必要な消耗品費、研究・教

育等補助費、奨学費、光熱水費、業務委託費、賃借料な

どが主な支出です。

　管理経費支出は20億5,500万円となりました。学生募

集経費、各設置学校全般管理に係る経費、法人の運営に

必要な諸経費です。

　施設関係支出は27億3,700万円となりました。その主

な明細は、「２　事業の概要（5）教育研究環境の整備充

実関係」に記載したとおりです。

　設備関係支出は17億8,000万円となりました。教育研

究用機器備品や図書などの購入費です。

（2）消費収支決算

　平成22年度消費収支決算は、12～16ページに掲載の「消費

収支計算書」のとおりですが、これを総括したものが〈表２〉

です。

〈表２〉 消費収支決算総括表  (単位　百万円)

科目／予決算 平成22年度
予　　算

平成22年度
決　　算 差　　異

Ａ　帰 属 収 入
Ｂ　基 本 金 組 入 額

46,615
△ 3,234

46,516
△ 3,881

99

647

Ｃ　消費収入（Ａ＋Ｂ）
Ｄ　消 費 支 出

43,381
44,688

42,635
44,719

746

△ 31

当年度帰属収支差額
（Ａ－Ｄ） 1,927 1,797 130

当年度消費収支差額
（Ｃ－Ｄ） △ 1,307 △ 2,084 777

前年度繰越消費収支差額 △ 32,254 △ 32,254 0

基 本 金 取 崩 額 285 285 0

翌年度繰越消費収支差額 △ 33,276 △ 34,053 777

　帰属収入は、学生生徒等納付金、手数料、補助金などの法

人に帰属する負債とならない収入で、465億1,600万円となり

ました。また、基本金組入額は、38億8,100万円となりまし

たので、帰属収入から基本金組入額を控除した消費支出に充

当することができる消費収入は、426億3,500万円で、予算に

対し７億4,600万円の減となりました。

　一方、消費支出は、教職員の人件費、教育研究活動及び法

人の運営に必要な諸経費で、447億1,900万円となりましたの

で、平成22年度決算における消費収支の均衡状況は、20億

8,400万円の消費支出超過となりました。この結果、翌年度

繰越消費収支差額は、前年度繰越消費支出超過額が322億

5,400万円でありましたので、基本金取崩額２億8,500万円を

減算し、340億5,300万円を翌年度繰越支出超過額として計上

することが確定しました。

　次に、消費収支固有の主な科目について若干説明します。

　帰属収入の寄付金には、資金収入の寄付金のほかに現物寄

付金が含まれています。
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　基本金組入額について説明いたしますと、学校法人が教育

研究活動を行うためには、校地、校舎、機器備品、図書、現

金・預金などの資産を持ち、これを「維持する」必要があり

ます。学校会計では、これら学校法人の諸活動に必要な資産

を取得するために、「帰属収入から充てた金額」をもって、「維

持すべき金額」とし、これが「基本金組入額」と呼ばれてい

るものです。

　消費支出の人件費の退職金には、退職給与引当金繰入額や

関西大学退職年金引当金繰入額が計上され、教育研究経費及

び管理経費には、「資金支出」のほかに減価償却額が計上さ

れています。資産処分差額は、機器備品、図書などの廃棄に

伴う除却損です。なお、本年度は有価証券評価損を計上して

います。

（3）貸借対照表

　平成22年度末（平成23年３月31日）現在の資産、負債、基

本金、消費収支差額の財政状態を示しています。

（4）監査報告書

　私立学校法第37条第３項第３号に基づく監事の監査報告書

は「監事監査報告書」のとおりです。また、私立学校振興助

成法第14条第３項に基づく監査法人の監査報告書は「有限責

任監査法人トーマツ」による「独立監査人の監査報告書」の

とおりです。

平成 22 年度　消費収支決算における「学生生徒等一人当たりの支出とこれを賄う収入」

 （注）１ 　（消費支出＋基本金組入額）及び帰属収入の決算額を、科目ごとにそれぞれ学生数32,862人（大学院・学部・高等学校・中学校・
小学校・幼稚園の学費納入者合計）で除して、学生生徒等一人当たりの平均値を示したものです。

　　　２ 　「基本金組入額」とは、校地、校舎、機器備品、図書などの取得、あるいは、そのための借入金の返済、または、将来取得のた
めの積立金などの主として資本的支出に充てる額です。
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